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主な取扱分野

コーポレート・M&A

一般企業法務 / 会社訴訟・商事非訟・株主代表訴訟 / M&A・企業再編・事業提携 / プライベートエクイティー /

コーポレートガバナンス・株主総会 / ベンチャー支援

危機管理・コンプライアンス

企業不祥事対応 / グローバルコンプライアンス（海外子会社コンプライアンス）

事業再生・倒産

事業再生・倒産全般 / 私的整理手続 / 民事再生・会社更生 / 破産・特別清算 / 経営者保証ガイドライン / スポンサー・DIPファイナンス

/ 国際倒産

独禁法

当局調査対応 / 公正取引関連訴訟 / 企業結合審査対応 / 公正取引コンサルティング / 公正取引コンプライアンス

紛争解決

会社訴訟・商事非訟・株主代表訴訟 / 公正取引関連訴訟 / 労働訴訟・労働審判・労働委員会 / 国際的紛争解決

人事・労務

労務アドバイス / 労働訴訟・労働審判・労働委員会

国際法務

国際契約 / 国際的紛争解決 / 北米

産業別分野

不動産

ライフサイエンス・薬事・医療

M&A

主な経歴

2003年
東北大学法学部卒業

2012年
University of Southern California 卒業 （LL.M.）

2012年～2013年
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Winston & Strawn LLP （New York, London）勤務

2020年
日本弁護士連合会代議員、東京弁護士会常議員

執筆情報

2026.06.23 Lexology In-House View : Transaction Structures for Public Company M&amp;A in Japan

2026.05.08 Japan: A Corporate/M&amp;A: Domestic Overview

2026.04.03 注釈金融商品取引法【改訂第2版】〔第1巻〕定義・情報開示規制

2025.12 事業譲渡の実務〔第2版〕

2025.10.09 JAPAN: An Introduction to Corporate/M&amp;A: Domestic

2025.06.23 Lexology In-House View : Transaction Structures for Public Company M&amp;A in Japan

2023.06.01 海外進出する企業のための法務-M&amp;A

2022.12.16 JAPAN: An Introduction to Corporate/M&A: Domestic

2022.03 金融機関からみた事業再生・企業倒産

2022.01.25 Company and Foreign Investment and M&amp;A Law Guide 2022　Jurisdiction:Japan

2021.12.16 JAPAN: An Introduction to Corporate/M&amp;A: Domestic

2021.10.08 押さえておくべき改定コーポレートガバナンス・コードのポイント

2021.10 コーポレートガバナンス・コード改訂について

2021.07.30 要点解説 改正産業競争力強化法（2）- ベンチャー支援、事業再編、事業再生を中心に

2021.07.28 要点解説 改正産業競争力強化法（1）- 規制改革・バーチャルオンリー株主総会を中心に

2021.05.07 コロナ禍の株主総会 議事録作成のポイント - 実務の基本からバーチャル総会への対応まで

2021.04.09 注釈金融商品取引法【改訂版】〔第1巻〕定義・情報開示規制

2020.12.24 M&amp;A Law Guide 2021 Jurisdiction:Japan

2020.09 Doing Business in Asia Pacific - IBA Asia Pacific Regional Forum, September 2020

2020.07.25 新任監査役等のための法律入門講座〈第2回〉監査役等の役割・権限

2020.06.12 【コロナ特集：会社法③】2020年度の株主総会対策～株主総会当日の新型コロナウイルス感染症対応～

2020.06.09 【コロナ特集：会社法②】2020年度の株主総会対策～株主総会当日までの新型コロナウイルス感染症対
応～

2020.04.21 ESG要素が「スチュワードシップ責任」に追加
改訂スチュワードシップ・コードの概要と企業対応

2019.11.26 M&amp;A Law Guide 2020 Jurisdiction:Japan

2019.07 適切な事業運営のために　独占禁止法の重要ポイント再確認

2018.09 事業譲渡の実務―法務・労務・会計・税務のすべて

2018.08.07 製造委託契約書の書式例と民法改正に対応した条項見直しのホ�イント

2018.02 平成29年定時株主総会の分析

2017.04 平成29年6月定時株主総会開催に向けた留意点

2016.12 株主代表訴訟とD&amp;O保険（KINZAIバリュー叢書）

2016.05 各国ワークアウトの実情(第4回)「フィリピンの私的整理実務について」

2016.04 コンパクト解説会社法3 監査役・監査委員・監査等委員

2014.12 実務解説 平成26年会社法改正

2008.07.25 取締役の善管注意義務・忠実義務〔下〕̶自己株式の取得・組織再編̶

2008.07.15 取締役の善管注意義務・忠実義務〔中〕̶内部統制システム・不祥事発覚時対応̶
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2008.07.05 取締役の善管注意義務・忠実義務〔上〕̶経営判断の原則等̶

  

セミナー情報

2023.06.02～2023.07.22 【オンラインセミナー：録画配信】海外進出する企業のための法務　第2回：M&A

2023.06.01 【オンラインセミナー】海外進出する企業のための法務 第2回：M&A

2022.05.31～2022.07.30 【オンラインセミナー：録画配信】M＆A実務セミナー シリーズ第10回：上場会社のM＆A

2022.05.27 【オンラインセミナー】M＆A実務セミナー シリーズ第10回：上場会社のM＆A

2022.04.08 【オンラインセミナー】2022年 定時株主総会対策のポイント

2019.12.10 90分でキャッチアップ！ 英文契約の基礎

2019.10.31 最新事情を踏まえたビジネス法務の重要論点⑦ 会社法とM&A

2019.02.01 【受託者・下請事業者向け】 トラブルを防ぐシステム開発契約の結び方

2018.11.12 【委託者・親事業者向け】トラブルと下請法違反を防ぐシステム開発契約の結び方

2018.03.06 【東京】臨床研究法とコンプライアンス (追加開催)

2018.02.28 【東京】臨床研究法とコンプライアンス

2017.11.28 米国における反トラスト法とクロスボーダーM&Aの最新実務～国際カルテル調査・訴訟・M＆A対応に
おいて日本企業が留意すべきこと～

2017.04.11 取締役会評価の最新実務 〈名古屋〉

2017.03.31 取締役会評価の最新実務 〈大阪〉

2017.01.27 取締役会評価の最新実務 〈東京〉

2016.11.11 マンション等の建築・販売をめぐる関係者の法的責任とトラブル対処法

2016.07.12 クロスボーダーM&Aにおける表明保証保険の活用法 ～保険会社の視点もふまえた検討～

2016.04.19 コーポレートガバナンス・コードへの実務対応～平成28年定時株主総会をみすえて～

2015.08.06 コーポレートガバナンス・コードセミナー 「コーポレートガバナンス・コードへの実務対応」

2015.03.12 平成27年定時株主総会の準備のポイント
－会社法・法務省令改正、コーポレートガバナンス・コードを踏まえて

2014.11 改正会社法セミナー「平成26年会社法改正のポイント解説～実務的対応を中心に～」

  

専門誌等への掲載情報・受賞等

The Legal 500 Asia Pacific 2025においてCorporate and M&A分野でRecommended Lawyersの評価を得ました

使用言語

日本語・英語
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